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はじめに  

 
 市制施行５０周年を終え、新たな半世紀に向けた歩みを始めたこの時、  
私たちは、時代の行く末を見据え、長期的な視点に立ち諸施策を推進すると

ともに、行政の発想や手法を抜本的に見直しながら、限られた資源の再配分

と有効活用を図り、市民や民間の力を引き出しつつ、協働する市役所を目指

して、ここに第３次行政改革大綱を策定し、引き続き行政改革を推進してい

くこととします。  
 
 本市の行政改革は、平成９年２月に策定した行政改革大綱「２１世紀への

行革プラン」を契機として、第１次（平成８年度～平成１２年度）、第２次

（平成１３年度～平成１６年度）の行政改革に取り組み、市民サービスの 

向上と行政運営のスリム化、効率化を目指してまいりました。  
 この間に 242 名、約１３％の職員削減を実現するなど、約４８億６千万円

の経費削減を達成しました。  
 
 しかしながら、２１世紀の幕開けとともに、社会環境、価値観、経済情勢

などが予想を越えて急激に変化し、時代は大きな変革期を迎えています。  
 かつてのような右肩上がりの経済成長を望むことができない経済情勢の

もとでの、様々な分野での構造改革や規制緩和の進展、また地方分権の流れ

を加速させる「三位一体の改革」の進行、一方では、市民ニーズや地域の  

課題は多様化、複雑化しております。  
この難局を乗り越え、市民主権のまちづくりを推進していくために、地方

には「真の自主・自立」が求められており、地域の力、個性や創造性の発揮

がこれからの時代を乗り切っていくための鍵となっております。  
 
 私たちは、このような社会的な背景のもとで、市民生活の維持向上や都市

活力の増進を図っていくためには、これまで取り組んできた、本市の行政 

改革を更に一歩高い段階へステップアップし、不退転の決意をもって、  

新たな改革に取り組む必要があると考えます。  
 
 そして、今次の行政改革の推進にあたっては、主権者である市民こそが、

市の行政の主役であり、市民の幸せに貢献することが市職員の仕事であるこ

とを改めて認識し、「市民のために、市民とともに」を基本姿勢として、   

情熱と誇りを持って改革と見直しに真剣に取り組むこととします。  
 
 本改定版は、平成１７年２月に第３次行政改革大綱を策定した後、同３月

末に、総務省から「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指

針」（以下、「新地方行革指針」という。）が公表され、より一層積極的な行

政改革の推進についての要請があったことから、今回、計画期間を平成２２

年度まで３年間延長するとともに、内容の見直しを行ったものであります。 
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Ⅰ 更なる行政改革への取り組み  
 
１．これまでの取り組み  
 
本市は、昭和５８年度から市民と職員による行財政全般の見直しに  

取り組み、昭和６２年度及び平成５年度には行政改革の方針（総論）を

策定し、行政改革に取り組んできました。  
 
そ の 後 、 平 成 ８ 年 度 に は 行 政 改 革 本 部 を 設 置 し 、 平 成 ９ 年 ２ 月 に   

は「財政非常事態宣言」のもと、全ての職員が参画によって「ゼロから

出発する」ことを方針にして、行政改革大綱「２１世紀への行革プラン」 

（計画期間：平成８年度～平成１２年度）を策定するとともに、その   

具体的方策である行政改革推進実施計画を策定し、行政改革を推進して

きました。  
 
その取り組みのねらいは、経済の成長とともに徐々に肥大化してきた

行政サービスを抜本的に見直し、行政運営の効率化を進めつつ、組織・

財政といった行政内部の体力を向上させながら、時代の変化に即した  

より良い行政サービスを実現することでありました。  
 
この精神を引き継ぎ、平成１３年３月には、新たな環境変化への対応

を図るため、市民ニーズの高度化・多様化に適切に対処し、地方分権の

時 代 に ふ さ わ し い ま ち づ く り を 目 指 し 、 第 ２ 次 行 政 改 革 大 綱 （ 計 画   

期 間：平成１３年度～平成１６年度）を策定し、引き続き行政改革を   

推進してきました。  
  
この間、財政面においては、平成８年度決算時点で、９７．２％まで

悪化していた経常収支比率 * 1 も、平成１６年度決算では、８９．７％と   

約７．５ポイントの改善を実現するとともに、職員数についても、退職

者の不補充や民間委託の推進などにより、平成８年４月に較べ平成１７

年４月現在では２６７名、約１５％の削減を実現できました。  
ま た 、 平 成 ９ 年 度 か ら １ ７ 年 度 ま で の 経 費 削 減 に よ る 効 果 額 は 、   

人件費の削減や事務事業の見直しなどにより、約６１億円となっており、

行政改革の取り組みによる効果は着実にあがっております。  
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２．昨今の社会経済情勢  
 
（１）社会経済環境の変化  
 
本市は、経済が右肩上がりで成長・拡大を続ける傾向を踏まえた中で

構築された行政サービスや行政システムのもとで運営されてきました。

しかしながら、今後は、少子高齢化の進展などにより、経済状況が横ば

いから下降傾向となることを想定した上で、この変化に見合った行政の

あり方を見出す必要があり、更なる変化への対応が求められています。 
 
こうした経済状況の変化の中において、急速に進む高齢化、出生率の

低下による人口減少社会への移行、地球温暖化に代表される環境問題へ

の関心の高まり、ＩＴを活用した情報伝達手段等の高度化など、社会  

情勢は急速に変化しつつあります。  
 
一方、行政を取り巻く環境においては、地方分権や規制緩和の動きが

加速し「官から民へ」の流れの中で、ＰＦＩ * 2 などの官民協働事業方式

の導入や指定管理者制度 * 3 の創設により公の施設の管理を広く民間に

も任せることができるようになるなど、新公共経営（ＮＰＭ * 4：ニュー・

パブリック・マネジメント）と呼ばれる行政経営の考え方が取り入れら

れ、自治体経営における創意工夫の余地が拡大しています。  
 
こうした中、本市においては、例えば、都市基盤や公共施設について

は、相当程度の基盤整備が進んだ一方、施設の老朽化が進み、今後は   

施 設整備中心の考え方から維持管理と有効活用に力点をおいた施設の  

管理が必要になってきていることや、風水害や震災への的確な対応や  

防犯対策など市民生活の安全安心に係る危機管理体制の充実など、新た

な行政需要への対応も必要になってきております。  
 
また、市民ニーズが多様化する中で、子育て、環境保全など様々な   

領域でＮＰＯ、ボランティアの活動が活性化しており、行政として適切

に連携、支援を行っていく必要もあります。  
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（２）厳しさを増す経営環境  
 
３年間にわたる三位一体改革 * 5 が平成１７年末に４兆円の国庫補助

負担金の削減と３兆円の税源移譲、更には５兆円の地方交付税改革を  

実現し一応の決着をみましたが、今後の歳入全体では、税源移譲後の  

市税収入の低迷見込みなど、伸びが期待できない状況にあります。  
一方、歳出では、過去の社会資本整備のために発行した市債や国が  

景 気 浮 揚 策 と し て 実 施 し た 減 税 補 て ん 債 * 6 な ど の 特 例 地 方 債 に 係 る  

債務の償還の負担、少子高齢化の進展や景気低迷等による社会保障関係

経費など義務的経費の増大、公共施設の老朽化による維持補修などの  

行政需要による経費の増加などが避けられない見込みとなっています。 
こうした状況のもと、政策的経費に振り向ける財源は年々、減少を   

続け、財政状況は厳しさを増しています。  
 
今後は、市町村合併の更なる推進、国と地方の税財源の配分方法の  

見直し、特に地方交付税改革の進展など、益々の分権的な地方制度への

移行が見込まれており、こうした環境の変化を地方自治の充実に向けた

好機と捉え、自立可能な財政構造を確立していく必要があります。  
また、市役所の経営自体に対しても更なる改革努力が要請されており、

市民の信頼を得ることのできる経営の効率化と透明性を確保する必要

があります。  
 
３．第３次行政改革への取り組みと目的  
 
 こ のように、昨今の社会経済環境の変化は激しく、第３次行政改革  

大綱を策定した平成１７年２月から、まだ１年しか経過していない現時

点でも本市の行財政を取り巻く環境は大きく変化しております。  
そこで、第２次行政改革大綱で取り上げた、本市の行政改革の取り組

みにおいて基本となる「基本的な考え方」や「７つの柱」を引き継ぎ   

つつ、これまで行政改革を進めてきた中で浮き彫りにされてきた課題や、 

昨今の社会経済環境の変化を踏まえた上で、次に掲げる３点を、本市の

行政改革の目的として、更なる行政改革を推進することとします。  
 
 
 
 
 
 
 
 

行政改革の３つの目的  
１ 財政の健全化  
２ 行政サービスの更なる充実  
３ 市民参画と協働の推進  
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【用語解説】  

                                                  
* 1  経 常 収支比率：地方自治体の財政構造の弾力性を示す比率で、人件費、扶助費、

公債費など経常的に支出する経費に、地方税や地方交付税、地方

譲与税など一般財源がどの程度充当されているかを見るもの。  

こ の比率が都市部では８０％を超えると財政構造の弾力性が失わ

れているといわれており、７０％～８０％の範囲にあることが望

ましいと考えられている。  

 
* 2  Ｐ Ｆ Ｉ： Private Finance Initiative 従 来 、公共部門が実施していた社会資本

整備、公共サービスの運営を民間事業者の資金と経営ノウハウで実施  

す る行政手法。日本では、平成 11 年 7 月 にＰＦＩ法が成立し、具体的に

ＰＦＩ事業が実施されるようになった。  

 
* 3  指 定 管理者制度：平成 15 年 の 地方自治法の改正により、公の施設（住民の福祉を

増進する目的をもってその利用に供するための施設）の管理に

ついて、これまでは地方自治体が自ら管理するか、法に定めら

れた公共的団体に委託するしかなかった制度を、条例に基づき

ＮＰＯや株式会社を含む民間事業者にも任せることができるよ

うにする制度。住民サービスの向上と経費の節減をねらいとし

ている。  

 
* 4  Ｎ Ｐ Ｍ： New Public Management ニ ュ ー・パブリック・マネジメント  

     民 間 企業における経営理念・手法、成功事例などを可能な限り公的部門

に導入することで、公共部門の経営管理の革新を図ろうとする公共経営

手法の総称  

 
* 5  三 位 一体改革：小泉政権が取り組む国と地方の税財政改革で、地方分権の推進と

国の歳出削減が本来の目標。「国庫補助金の削減」「国から地方へ

の税源移譲」「地方交付税の見直し」に包括的に取り組むためにこ

う呼ばれる。  
 
* 6  減 税 補てん債：平成 6 年 度（除： 9 年 度）から続く個人住民税等に係る税制改正

（特別減税等）に伴う地方公共団体の減収額を埋め合わせるため

に特例的に許可された地方債  

 
これまでの行財政運営  
◎右肩上がりの時代に肥大化 
してきた行政サービス 
 
◎経常的・固定的経費の拡大 
 
◎財政構造の硬直化 

これからの行財政運営  
◎スリムで変化に柔軟に対応 
できる行政経営 
 
◎市民、NPO、事業者など多様な
主体との協働による行政運営 
新しい公共空間の形成 

 
◎自立可能な財政構造の構築 
 新 た な ニ ー ズ に 応 え る

財源を生み出せない  
新 た な ニ ー ズ に 応 え る

財源と力を回復させる  

更なる 
行政改革 
の推進 

「成長」から「成熟」へ 
少子高齢社会の到来 
環境問題の顕在化 
財政状況の悪化など 
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第２次財政健全化計画  

Ⅱ 第３次行政改革大綱の方針  
 
１．  行政改革大綱の意義  
 
 習志野市基本構想において掲げた本市の目指すべき都市の姿、「市民

一人ひとりが夢と輝きをもって自己実現できる都市（まち）習志野」を

実現するため、行政活動を根本から見直し、簡素化・効率化した行政   

運 営体制の確立と行政運営の透明性の確保や情報の共有化を一層推進

することにより、市民と行政の協働型のまちづくりを図り、時代の変化

に的確に対応していくため、第３次行政改革大綱を定めるものとします。 
 
 「行政改革大綱」は、習志野市の行政運営を改革し、行政改革の３つ

の目的を達成するための基本的な方向性を示すものであり、全ての職員

が共有し、日々の業務の中で努力し改革を進めていく上で、最も基本的

な指針となるべきものです。  
 
 
２．  行政改革大綱と行政改革推進実施計画  

（行政運営改革編及び財政健全化編）の計画期間  
 
 今回の改定により計画期間は、平成１７年度を初年度として、  
平成２２年度（西暦２０１０年度）までの６年間とします。  

 
この大綱の目的を達成するための具体的な取り組みを計上した、  
「行政改革推進実施計画」の計画期間についても大綱の計画期間と同じ

６年間とします。  
行政改革推進実施計画を実施するにあたっては、可能な限り数値目標

を持って取り組むものとします。  
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

          

第 ２次行政改革大綱  

★行政改革推進実施計画  
第 ３次行政改革大綱

（改訂 ） 

★行政改革  

推進実施計画  

          ◎行 政 運 営 改 革

編  

◎財政健全化編  

第１次財政健全化  

計画  

年度

第 ３次行政改革大綱

 

★行政改革推進  

実施計画  

★第 ３次財政健全化

計画  

移行  
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３．  行政改革の数値目標  
 
○  財政運営における数値目標  

 
職員数の削減  
人件費の抑制に取り組み、企業局を除く平成２２年４月１日

の職員数を  １，３４１人以下とします。  
【平成１７年４月１日の職員数に比べ  １００人削減】  
 
 

 
     債務の削減  

平成２２年度末の債務残高を  ７００億円以下とします。  
 
 
 
 
 
 

 
    将来債務比率の改善  

将来債務比率 * 7 を特例地方債 * 8 を除き１００％以下とします。 
 
 
 

    経常収支比率の改善  
経常収支比率を８５％以下とします。  

 
 
 
 
○  具体的な取り組み事項における数値目標  
    別途策定する「行政改革推進実施計画」の中で示します。  

                                                  
* 7  将来債務比率：市の借金である地方債と債務負担行為の残高が、標準的な市の   

一 般 財源に対してどの位の割合であるかを表す指標。  

         ２ ０ ０％ということは、市の借金を返済するのに、２年分の一般

財源が必要であるということ。  
* 8  特 例 地 方 債：ここでは、国がその償還財源の全額を地方交付税で負担する、     

実質的な赤字地方債である減税補てん債と臨時財政対策債のこと。 

１７年４月１日現在  １，４４１人  （企業局を除く） 

１６年度末現在       ９５，４８１，６３９千円  

【内訳】  

普通会計地方債      ４１，２２８，４８８千円  

普通会計債務負担行為   １５，９２０，８１８千円  

公共下水道特別会計地方債 ３８，３３２，３３３千円  

１６年度決算  ２１４．１％  特例地方債を除くと１６２．０％

１６年度決算  ８９．７％  
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Ⅲ 行政改革の基本的考え方  
１．  行政改革の基本理念  
 
 
 
 
 
２．  行政改革の体系  
 
行政改革の目的を達成するために、「市民との協働による行政運営の

実現」、「効率的な行政運営システムの確立」、「自立可能な財政構造の   
構築」を改革の目標に掲げ、この目標を実現するべく ６つの基本的方向に

より行政改革に取り組んでいきます。更に、この取り組みを進めていく

６つの柱を設定し、基本理念に基づき具体的な改革を推進します。  
 
【改革の目標】  【６つの基本的方向】        【６つの柱】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆  限りある経営資源で最良の行政サービスを提供し、市民満足の向上をめざします。  
◆  自ら改革に取り組み、市民に信頼され、市民と協働する市役所をめざします。  
 

市民・民間部門と  
行政の役割の見直し  

公正で透明な行政運営  

職員の意識改革と  
人材育成  

自律型組織への転換と  
組織の再編  

簡素化、効率化  
による見直し  

成果の視点からの見直し  

自 立  可  能  な  財  政  構  造  の  構  築  

市
民

と

の

協
働

に
よ

る 

行

政

運

営

の

実

現 

効

率

的
な

行

政

運

営 

シ
ス

テ

ム

の

確

立 

 
 
市民参画と協働による  
まちづくりの推進  

職員の意識改革と  
    職場の活性化  

組織機構の再編と  
庁内分権の推進  

事務事業の見直し  

給与・定員管理の適正化  
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３．  行政改革の基本的方向  
 

 
 

 
 
社会環境が急速に変貌し、歳入が減少していく中で、地域のニーズは

益々多様化、増大するとともに、新たな課題への対応も必要となってい

ます。  
しかし、右肩上がりの時代のように、行政主導だけで地域の公共サー

ビスを支えることは困難になってきており、今後、将来にわたって持続

可能な地域経営を続けていくためには、「新しい公共空間」の形成を目

指し、市民や企業、民間非営利組織（ＮＰＯ）、ボランティアなど、    

自主性と創造性を活力とする団体とともに、適切に役割分担を行いつつ

公共サービスを担い合っていくことが必要です。  
そこで今後の行政運営においては、個人、地域や民間部門ではできな

い（もしくは非効率な）もののみを行政が行うという「補完性の原理」

を踏まえつつ、行政が行う業務の範囲を明確化し、事務事業の継続の  

必要性をチェックすることとします。  
 また、民間部門におけるサービス提供分野の拡大などの状況を踏まえ、

民間部門と競合すると認められる分野については、指定管理者制度の  

活用などにより、積極的に民間に委ねていくこととします ｡  
  

 
 
 
 
 本市では、これまでも開かれた行政の実現と、市民から信頼される  

行政運営を目指すためには、市民に対する説明責任を果たすことが重要

であることから、行政情報は全て市民との共有の財産であるとの基本認

識に立ち、市自らが積極的な情報提供に努めるとともに、情報公開制度

をはじめ個人情報保護制度を確立し、個人の権利利益の保護に留意し、

情報の公開に努めてきました。  
今後はこれまで以上に、市民が市政運営に参画する機会が増え、協働

の機会が増えてきます。また、行政活動の計画・決定・実行のそれぞれ

の段階（プロセス）において市民に評価・監視していただく場面も増え

てきます。その際に市民が判断し、決定できるようにするためには、   

より多くの情報が必要となってきます。  
そこで、情報公開条例などに基づき、更に情報の提供を積極的に行い、

行政運営の公正性、透明性、公開性の向上に努めていくこととします。 

基本的方向  １  
市民 ・民間部門と行政の役割の見直し  

基本的方向  ２  
公正で透明な行政運営  
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 地方分権の時代に、自治体が競争力を持つ施策を展開し、市民に対し

て的確な施策を提案するためには、職員一人ひとりの意識改革が不可欠

となります。  

そのためには、既存の枠組みに捕らわれない柔軟な発想と問題意識の

もと、状況の変化に敏感に反応し、自ら情報収集に努め、施策の方向性

や実施方法を考えることができる職員の育成が求められています。  

また、人的資源である職員の能力を最大限に引き出し、より一層の  

資質の向上を図ることが必要です。  

 そこで、これからの行政運営を担う職員として、市民の声に耳を傾け、

市民とともに考え、市民の力を引き出して、情熱を持って問題解決に  

取り組む、行政のプロフェッショナルの人材を育成していきます ｡ 

ま た、全体的、長期的な視点を持ち、自らの使命（ミッション）を      

自 覚して、果敢に行動する、チャレンジ精神にあふれる自律型人材を  

育成していきます。  
 

 
 

 
 
 歳入の増加が見込めないこれからの時代においては、網羅的に施策を

推進するのではなく、トップの政策ビジョンと基本姿勢を組織全体で  

共有しながら財政的資源と人的資源を効果的に投入し、「選択と集中」

により、確実に成果をあげていくことが必要です ｡  
そこで、これからの組織機構の編成にあたっては、社会経済を取り巻

く環境の変化を的確に捉え、施策の方針を選択し、その決定が迅速に  

実行できる組織を構築するため、各部局の予算・組織（人員）の自律性

を高める方式を導入し、全庁的な経営方針のもとに部局自らの権限と  

責 任 で 経 営 を 行 う 仕 組 み づ く り を 進 め 、「 管 理 型 」 か ら 目 的 志 向 の   

「自律型」組織への転換を推進します ｡  
 ま た、政策目標ごとの施策展開への組織的な対応を図るとともに、  

「全庁的なマネジメント機能の強化」、「部局の自律経営と成果志向」、

「市民との協働の視点に立った市民にわかりやすい組織」の観点から  

経営的、戦略的な組織運営ができる組織の再編に取り組みます。  
 
 

基本的方向  ３  
職員の意識改革と人材育成  

基本的方向  ４  
自律型組織への転換と組織の再編  
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 「最少の経費で最良の市民サービスを提供する」という行政運営の  

基本原則を実践するため、市民の税金を最大限効果的に活用するという、

コスト意識を常に保ちながら、民間企業に負けない厳しいコスト管理と

効率性を徹底します。  
さらに、行政が直接担うべきサービスの範囲や成果の評価、身の丈に

あったサービス水準の検討結果などを踏まえるとともに、行政評価の結

果を有効的に活用しながら、常に事務事業の見直しを推進していきます。 
また、これまでの予算主義の発想から脱して、事業を実施した結果、

ど の よ う な 成 果 を あ げ た の か を 重 視 す る 決 算 主 義 的 発 想 へ の 転 換 を  

進め、限られた経営資源を最大限に活用し、市民満足度の向上を図って

いくこととします。  
 

 
 
 

 
 国、地方を問わず、一段と財政状況の厳しさが増す中、複雑、多様化

する市民要望に適切に対応した行政サービスを提供し、市民満足度を  

高めていくためには、これまで取り上げた基本的方向の実施を下支えす

るために、行政活動の基盤となる財政構造を健全化することが必要とな

ってきます。  
 そこで、本市の財政計画である、行政改革推進実施計画（財政健全化

編）による、経費の節減、債務の軽減、歳入の確保などに取り組み、収

支の均衡を目指すとともに、経常経費の抑制に努め、財政構造の弾力性

を確保しつつ、自立可能な財政構造の構築に向け努力していくこととし

ます。  
 
 
 

基本的方向  ５  
簡素化、効率化による見直し  
成果の視点からの見直し  

基本的方向  ６  
自立可能な財政構造の構築  

行政改革推進実施計画（財政健全化編）の５つの視点  
視点１ 行政運営経費の節減  
視点２ 時代に適合したサービスへの転換  
視点３ 債務の軽減  
視点４ 歳入の確保  
視点５ 行動プログラムの着実な実行と情報開示  



                 第３次行政改革大綱（改定）【Ⅳ 行政改革の６つの柱と考え方】 

１２ 

 

Ⅳ 行政改革の６つの柱と考え方  
 
１．  行政改革の６つの柱  
  
市役所全体で改革を進めていく上で、基本的方向に基づき具体的に  

取り組む項目として、 ６つの柱を改革項目として定め、行政改革を推進

します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．  ６つの柱とその考え方  
 
 
（１）  市民参画と協働によるまちづくりの推進  
 
地方分権時代のまちづくりにおいては、自治体の自己決定、自己責任

による施策の選択の幅が拡大し、その仕組みの中で、市民自らも行政に

対して発言し参画することを通じて、自分たちの生活条件等を、市民   
自らの努力で改善できる余地がより大きくなってきています。  
また、社会経済情勢の変化により、市民生活を取り巻く環境は複雑・

多様化してきており、その変化に対応していくためには、従来の発想や

既存の枠組みにとらわれない柔軟な姿勢で取り組むことが求められ、  

市民と行政が共通認識を持って相互の連携を図り、協働でまちづくりを

進める環境づくりを充実させていく必要があります。  
 
そこで、行政改革の第１の柱として「市民参画と協働によるまちづく

りの推進」を掲げ、積極的に市民に情報を提供し、行政の透明性を向上

させるとともに、広聴活動の充実やパブリックコメント制度 * 9 の導入な

どを図りながら、行政運営の説明責任を向上させることにより、市民が  

行政活動を評価できる仕組みを作り、能動的な市民参画を推進していく

こととします。  

                                                  
* 9  パブリックコメント制度：基本的な施策等を決定する前の段階で広く市民に素案

を公表して、意見や情報を募集し、寄せられた意見を

考慮して施策等を決定するとともに、意見に対する考

え方を明らかにする制度。  

行政改革の６つの柱  
（１）  市民参画と協働によるまちづくりの推進  
（２）  職員の意識改革と職場の活性化  
（３）  組織機構の再編と庁内分権の推進  
（４）  事務事業の見直し  
（５）  給与 ・定員管理の適正化  
（６）  自立可能な財政構造の構築  
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参画と協働  

  新しい公共空間 

これにより、一方的、画一的な行政サービスの質的転換を図るととも

に、行政コスト全般の低減をめざします。  
 
一方、時代の変化に伴い、行政

が 自 ら 行 う 必 要 性 や 妥 当 性 の  

薄 れてきている事業や、市民、

民間などが分担することが可能

な事業については、「新しい公共

空 間 」 を 形 成 す る 観 点 か ら 、  

「 指定管理者制度」などの新し

い 制 度 の 動 向 を 踏 ま え つ つ 、  

市 民、民間と行政の役割分担を

明確化することにより、積極的

に民間主体の活動に委ね、市が

行 っ て い る 事 務 事 業 は 廃 止 、  

縮小していくこととします。  
 
 
（２）  職員の意識改革と職場の活性化  
 
 地方分権が進んだ社会では、地方自らの判断・決定による自主・自立

によるまちづくりを進めていくことが必要であり、職員には政策形成能

力や法務能力などの行政能力の向上が求められる一方、職員自らの意識

改革が不可欠であります。  
そこで、行政改革の第２の柱として「職員の意識改革とその能力を  

最大限に発揮できる職場の活性化」を掲げ、取り組むこととします。  
 
現在のように、時代の転換期においては、前例踏襲型ではなく「課題

解決型」や「政策立案型」の仕事の進め方がますます重要になっている

ことから、市民ニーズを把握しながら、職員が自ら考え、自ら動く姿勢

を徹底していくとともに、職員の一層の創意工夫と主体性を引き出す  

方策を実施します。   
 また、財政的な投資余力が限られる中においても、市民に対して新た

な行政サービスを提供していくためには、職員の意欲と創意工夫が不可

欠であることから、現行の職員提案制度を拡大した庁内ベンチャー制度

や庁内公募の実施などにより、職員の前向きなチャレンジを支援します。 
 
更には、人材の確保（採用）、開発、評価、活用など一貫性のある    

人材育成の仕組みづくりを積極的に進め、民間経験者の採用による組織

の活性化、職員の努力が評価される表彰制度の充実、職員のやる気や  

改革意欲を職場で共有し、組織として取り組む風土づくりを推進します。 

市民  

行政   
ボランティア  

地域活動団体 

民間企業  

ＮＰＯ  
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職員の仕事のやり方についても、「事業の企画段階や評価段階で市民

のニーズや満足度を把握する」、「具体的に求められる成果を常に意識し

ながら業務の進め方を柔軟に組み立てる」、「組織の使命やビジョンに  

照らして施策・事業の重点化（選択と集中）を行い既存事業でも勇気を

持って見直す」といった市民志向、成果志向、戦略志向の方向に見直し

ていきます。  
 
より良い仕事を行うための環境づくりの一環としては、オフサイト・

ミーティング * 1 0 の活用などにより、多様な対話の場づくりを行うとと

もに、ＩＴを活用した情報共有化など、ナレッジマネジメント * 11 の推進

により、関係部署間の連携や市長から各職場に至る意思伝達など組織内

のタテ・ヨコのコミュニケーションを活性化し、対話を重視した風通し

の良い組織風土づくりを進めます。  
 

 
（３）  組織機構の再編と庁内分権の推進  
 
 新たな行政課題や市民の複雑化・多様化したニーズに対応していくた

めには、常に組織機構の見直しを行い、時代に即応した市民サービスを

決定し実行できる組織機構を編成することが求められています。  
 また、分権時代においては、より市民に近い部門が市民ニーズを的確

に把握し、機動的、効率的な対応を可能にすることが必要です。  
 そ こで、行政改革の第３の柱として「組織機構の再編と庁内分権の  

推進」を掲げ、組織機構の「新しい行政課題への対応」と「スリム化・

効率化・フラット化」の両立を図りながら、適宜見直しに努めていくこ

ととします ｡  
 
 
（４）  事務事業の見直し  
 
限られた財源の中で、多様化、複雑化する市民ニーズや新しい行政  

課題に対応していくためには、当初の目的に照らし効果の薄れてきた  

事業や、将来にわたって今の水準を維持することが困難な行政サービス

など、社会経済情勢を考えたときに、見直すべき事業については、適切

に見直しを行うことが必要です。  
 

                                                  
* 1 0  オフサイト・ミーティング：職場での立場や肩書きをはずし、ざっくばらんな   

雰 囲 気で、気楽にまじめな話をするミーティング  
* 11  ナレッジマネジメント：個々の職員が持つ知識やノウハウを全ての職員が共

有・継承することにより業務効率の向上を図る経営手法  
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そこで、行政改革の第４の柱として「事務事業の見直し」を掲げ、   

最少の経費で最良の市民サービスを提供し、市民満足度を高めるという

観点に立ち、行政評価制度の活用や成果の視点からの事業の見直しを  

推進していくこととします ｡  
 
また、最近の「官から民へ」の流れによる規制緩和、制度改正を有効

的に活用し、例えば、行政が責任を持って提供することが適当と判断さ

れる公共サービスの実施にあたっても、民間部門の専門的な知識や優れ

た事業運営能力など、多様なノウハウを活用することにより、公共サー

ビスの質的向上や経費の節減が見込まれる分野においては、公共性の  

確保に配慮しつつ委託化や指定管理者制度への移行などの民間活力の

活用を図っていくこととします。  
 

 
（５）  給与・定員管理の適正化  
 
厳しい財政状況の中で市民サービスの見直しが進んでおり、今まで  

以上に職員に対する市民の評価が厳しくなっています。  
特に職員給与や職員数については市民の関心も高く、市民の理解を得

ることが必要であることから行政改革の第５の柱として「給与・定員管

理の適正化」を掲げ、適正化を推進していきます。  
 
職員給与については、国、県、近隣各市の実態、社会経済情勢、そし

て、本市の財政状況に配慮した中で、給与構造改革への取り組み等を通

じて、引き続き給与水準の是正や給与制度及びその運用の適正化を推進

します。  
また、給与の状況は、市民の理解が得られるように広報等を通じ広く

市民に情報提供して行くなど、透明性の向上を図ります。  
 
定員管理については、行政運営を一層簡素化・効率化して事務事業を

見直すことや、市民・民間部門と行政の役割を見直す中で、可能なもの

から積極的に市民・民間部門に委ねていくことなどにより、更に定員の

適正化を図っていくこととします。  
  
本市では、これまで、平成１９年４月までに職員実数を１，５００人

以下とすることを目標として取り組み、人件費の削減を図ってきました

が、今回改定するにあたり、「定員適正化計画」を前倒しで策定し、平

成２２年４月１日における企業局を除く職員数を１，３４１人以下とす

る新たな目標を掲げ、職員数の更なる削減を進めることとしました。  
 
また、後期基本計画の始期となる平成２０年度以降の職員数をどのよ
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うに計画していくのかについて、改めて定員適正化計画の見直しを行っ

ていくこととします。  
 
 
（６）  自立可能な財政構造の構築  
 
 数次にわたる行財政改革の取り組みにより、本市の財政状況も一時の

最悪期は脱し、一部の財政指標等には改善の兆しも現れつつあります ｡  
 しかしながら、これまでの国策による景気浮揚策などによって積み増

された国、地方の膨大な債務残高の状況や、経済成長の伸びが期待でき

な い 状 況 の も と で の 納 税 義 務 者 の 構 成 の 変 化 な ど に よ る 市 税 収 入 の  

低迷、あるいは、少子高齢社会の進展や景気低迷などによる社会保障  

関係経費の増加見通しなどにより、今後は慢性的な財源不足を生じる  

状況が生まれており、財政運営は非常に厳しいものとなることが予想さ

れます ｡  
 また、三位一体の改革は、様々な評価はあるものの、一応の決着を見

ましたが、今後の国と地方を巡る税財政改革の行方は、依然として不透

明な部分が多く、今後見込まれる地方にとって最も厳しい事態を想定し

た中で、対応策を検討、実施していく必要があると考えます ｡  
 
 このような財政状況のもとでも、複雑多様化する市民ニーズに的確に

対応していくためには、なお一層の行財政改革を推進し経常経費の抑制

に取り組み、財政の弾力性を確保するなど、自主・自立したまちづくり

を推進できる財政構造を構築することが必要であります。  
 
 これらのことから、行政改革の第６の柱として「自立可能な財政構造

の構築」を掲げ、経常収支比率や将来債務比率の指標の適正化を目標に

して、適切な行政水準及び収支均衡の確保という財政運営の基本原則の

認識に立ち財政構造の健全化に取り組みます ｡  
 
 そ のためには、行政改革推進実施計画（財政健全化編）に基づき、   

改革と見直しを着実に実施していくことが必要であり、その実施計画で

ある「改革工程表」に基づき、自立可能な財政構造の構築を進めていく

こととします ｡  
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Ⅴ 行政改革の推進体制  
 
１．  進行管理と実施状況の公表  
 
 第３次行政改革大綱（改定）に基づく改革の推進期間は、平成１７年

度から平成２２年度までの６年間とし、大綱に基づく「行政改革推進実

施計画  行政運営改革編及び財政健全化編」の「改革工程表」、並びに   
別 に 定めた「定員適正化計画」及び「民間活力導入指針」、そして、    

それらを集約する形で作成された「集中改革プラン」に沿って取り組み

を推進するとともに、実施状況を毎年公表します。  
また、これらの計画群については、毎年度の進捗状況や環境変化に  

応じた実施内容の改定を行います。  
 
 
２．  推進体制  
 
 本 市の行政改革を強力に推進していく観点から、平成１８年度より  

行政改革の推進体制を強化します。  
 これまでの行政改革推進本部は廃止し、新たに市長を本部長、助役を

副本部長とする全庁体制の「行政改革推進本部」を設置します。  
  
 今 後は、行政改革推進本部の指揮・監督のもとで、庁内組織である  

「行政改革推進委員会」及び市民の代表で構成する「習志野市行政改革

懇話会」が、本市の行政改革の進捗状況についての進行管理を行い、   

実行性を担保していきます。  
 
 また、改革を現場で推進する組織として、庁内横断的なメンバー編成

による推進チームを結成し、職員の参画を重視した改革を推進します。 
 
更に、改革を進めるにあたっては、各組織、各職員の主体的な取り組

みを重視するとともに、「改革は人づくり」との観点から、職員の意識

改革を進め、人材育成の取り組みを強化します。  
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【参考】  １８年度以降の行政改革の推進体制  

 

 

 
 

平成１８年度 習志野市行政改革推進体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事務局 財政部財政課】 

 

習志野市行政改革推進本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局 財政部財政課】 

行政改革推進本部 

◆役割 

  行政改革の取り組みについて意思決定し推進す

る組織 

◆構成 

本部長  市長 

副本部長 助役 

本部員  庁議メンバー、議会事務局長 

◆所掌事務  

（１） 行政改革大綱及び行政改革推進実施計画の

策定並びに実施に関すること 

（２） その他行政改革に係る重要事項に関するこ

と 

 

行政改革推進委員会 

◆役割 

  本部長から指示を受けた事項及び推進本部に付

議すべき事案を調査検討及び調整する組織  

◆構成 

委員長  助役 

副委員長 収入役 

本部員  庁議メンバー、議会事務局長 

◆所掌事務  

（１） 行政改革大綱の検討及び調整に関すること 

（２） 行政改革推進実施計画の検討及び調整に関

すること 

（３） 行政改革推進実施計画の進行管理に関する

こと 

（４） その他本部長からの指示事項 

 

行政改革懇話会 

◆設置目的 

 社会経済情勢の変化に対応

した効率的な市政の実現に関

し、意見を求める。 

◆委員 １５名以内  

◆任期 ２年 

 

専門部会 

◆役割 

  委員会で審議する内容のうち特に専門的な内容

を調査検討する組織 

◆構成 

  委員長の指名する委員及び専門部員 

専門部会 

◆役割 

  専門の事項を調査研究する

組織 

◆構成 

  会長が指名する委員 

提言 
調査 
審議 

報告 
説明 


